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１　事業の趣旨
【事業概要】
　都立高等学校等の生徒・教員が東日本大震災の被災地を訪問し、復興支援ボランティアや現地
の高等学校、震災体験者との交流活動等を行うとともに、「防災士」※の資格を取得するという
一連の取組により、奉仕の精神の涵

か ん

養や地域防災に積極的に関わろうとする態度を育み、防災リー
ダーとして活躍できる人材を育成するものです。
　また、被災地における交流活動を通して復興支援の一助となることを期待しています。

※ 防災士については、９ ページを御覧ください。

ʲ॓ധݚम͓͠ΓͰࢀՃऀʹࣔͨ͠໨తʳ
⃝被災地の視察、各種交流活動、復興支援ボランティア等を通じて、当時の被災状況、復興の現

　状を理解する。

⃝現地高等学校などとの交流活動、被災学校の視察等を通じて、災害時（事前準備も含む。）に

　おける学校の行動について理解する。

⃝復興支援ボランティアを通して、奉仕の精神を涵
かん

養するとともに被災された方々の復興を支援

　する。

⃝防災士養成講座の受講により体験で得た知識・技能を確かなものとする。

⃝この研修で学んだことを自らの防災アクションにつなげていくとともに、防災リーダーとして

　学校、家庭、地域等に発信していく。

⃝被災地におけるボランティアなど、災害支援、復興に関われる人材へと成長する。
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ʲ֓ۀࣄཁʳ
都立高等学校等の生徒・教員が東日本大震災の被災地を訪問し、復興支援ボランティアや現地の高等学校、震災体験

者との交流活動等を行うとともに、「防災士」※の資格を取得するという一連の取組により、奉仕の精神の涵養や地域
防災に積極的に関わろうとする態度を育み、防災リーダーとして活躍できる人材を育成するものです。
また、被災地における交流活動を通して復興支援の一助となることを期待しています。

˞ ๷࢜ࡂʹ͍ͭͯ͸ɺ９ϖʔδΛޚཡ͍ͩ͘͞ɻ
ʲ॓ധݚम͓͠ΓͰࢀՃऀʹࣔͨ͠໨తʳ
被災地の視察、各種交流活動、復興支援ボランティア等を通じて、当時の被災状況、復興の現状を理解する。
現地高等学校などとの交流活動、被災学校の視察等を通じて、災害時（事前準備も含む。）における学校の行動につ
いて理解する。

�復興支援ボランティアを通して、奉仕の精神を涵養するとともに被災された方々の復興を支援する。
�防災士養成講座の受講により体験で得た知識・技能を確かなものとする。
�この研修で学んだことを自らの防災アクションにつなげていくとともに、防災リーダーとして学校、家庭、地域等に
発信していく。

�被災地におけるボランティアなど、災害支援、復興に関われる人材へと成長する。

ମ੍ʕ合同防災キャンプࢪ࣮ 2018 実行委員会
【実行委員会】
委 員 長 東京都教育庁　指導部長　宇田 剛
副委員長　東京都教育庁　指 導 部　指導企画課長　石田 周
委 員 東京都教育庁　指 導 部　高等学校教育指導課長　佐藤 聖一
委 員 東京都教育庁　指 導 部　高校教育改革担当課長　小林 正人

【事務局】
●実施主体
東京都教育庁　指導部　藤江 敏郎、井上 隆
指導企画課　大村 賢治、小林 純也、菅野 恭子
高等学校教育指導課　西牧 豊実、金子 将之

●防災士養成講座業務委託
株式会社 防災士研修センター

●全体運営業務委託
名鉄観光サービス株式会社

防災士の
資格認証
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被災地
視察・交流

防災士
養成講座
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復興支援
ボランティア

連携による相乗効果
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【実施体制】

　合同防災キャンプ 2019 実行委員会

【実行委員会】

　委 員 長　東京都教育庁指導部長　増田 正弘　

　副委員長　東京都教育庁指導部指導企画課長　小寺 康裕

　委      員　東京都教育庁指導部高等学校教育指導課長　佐藤 聖一　　

【事務局】

●実施主体

　東京都教育庁指導部主任指導主事　桐井 裕美

　東京都教育庁指導部主任指導主事　井上 隆

　東京都教育庁指導部指導企画課統括指導主事　金澤 剛志

　東京都教育庁指導部高等学校教育指導課統括指導主事　久保田 哲司

　東京都教育庁指導部指導企画課課長代理　小林 純也

　東京都教育庁指導部指導企画課指導主事　菅野 恭子

　東京都教育庁指導部高等学校教育指導課指導主事　金子 将之

●防災士養成講座業務委託

　株式会社防災士研修センター

●全体運営業務委託

　京王観光株式会社
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２　「3．11　東日本大震災」を忘れない

　平成 23 年 (2011 年 ) ３月 11 日午後 2 時 46 分、三陸沖を震源とするマグニチュード
9.0（日本観測史上最大）の巨大地震（東北地方太平洋沖地震）が発生し、東北地方を中心とし
た広範囲で、強い揺れが観測されました。
　地震直後に発生した津波は、東北地方の太平洋岸では大津波となり、沿岸部に位置する地域の
多くが壊滅的な被害を受けました。
　さらには、大津波によって冷却機能を失った福島第一原子力発電所から放射性物質が漏れ出し、
住民の避難、土壌汚染など、様々な問題が発生しました。
　東日本大震災により、死者 19,689 人、行方不明者 2,563 人（平成 31 年３月１日総務省
消防庁発表）と多くの尊い命が奪われました。
　間もなく９年が経過する現在、災害廃棄物の処理は概ね終了し、沿岸部のかさ上げ作業や建築
物の建設等、復興は着実に進んでいます。
　しかし、全国で 48,633 人の方がいまだ避難生活を余儀なくされているなど（令和元年 12
月 28 日復興庁発表）、大震災の爪痕は東日本各地に深く刻まれています。

■福島県内各地の震度

　平成 23 年 3 月 11 日
　　震度６強：  白河市、須賀川市、国見町、天栄村、富岡町、大熊町、浪江町、鏡石町、楢葉町、

双葉町、新地町
　　震度６弱：  福島市、二本松市、本宮市、郡山市、桑折町、川俣町、西郷村、矢吹町、中島村、

玉川村、小野町、
棚倉町、伊達市、広野町、浅川町、田村市、いわき市、川内村、飯舘村、相馬市、
南相馬市、猪苗代町

　　震度５強：  大玉村、泉崎村、矢祭町、平田村、石川町、三春町、葛尾村、古殿町、会津若松市、
会津坂下町、喜多方市、湯川村、会津美里町、磐梯町　
その他県内で震度５弱～を観測

■避難の状況

　　県内への避難者数 ( 令和元年 11 月 30 日 現在）　10,540 人
　　県外への避難者数 ( 令和元年 11 月 30 日 現在）　31,148 人
　　避難先不明者　13 人
　　合計　41,701 人

■被害の状況

　　(1) 人的被害
　　   ・死者　4,109 人 （南相馬市 1,152 人、 相馬市 486 人、 いわき市 467 人、
　　   浪江町 616 人、 富岡町 462 人ほか）
　　   ・行方不明者 1 人 　・重傷者 20 人　・軽傷者 163 人  
　　(2) 住家・非住家被害
　   　［住居］ 
　　   ・全壊　15,435  棟　・半壊　82,783  棟　・一部破損　141,053 棟
　　   ・床上浸水　1,061 棟　・床下浸水  351 棟
　　   ［非住家］　
　　   ・公共建物　1,010　棟　・その他　36,882 棟

■消防職員の出勤延人数 　　   ・消防職員　5,706　人　・消防団員　43,776 人
 【平成 23 年東北地方太平洋沖地震による被害状況即報 （第 1760 報）令和元年 12 月 5 日 ( 木 ) 8 時 00 分現在

福島県災害対策本部より】

ʲ෱ౡݝͷඃ֐ঢ়گʳ
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３　全体スケジュール

１　事前研修
　　開講式、オリエンテーション、防災士講座（講義）、グループ協議
　　●実施日：令和元年７月 20 日（土）・21 日（日）
　　●場　所：東京都庁第一本庁舎５階大会議場

２　宿泊研修
　　●実施日：令和元年８月 21 日（水）から同月 23 日（金）まで
　　●場　所：福島県いわき市、双葉郡（浪江町、広野町）、田村郡三春町　
　　●宿　泊：J ヴィレッジホテル
　　　　　　（１日目）被災地状況視察、防災士養成講座、講演
　　　　　　（２日目）浪江町での講演、被災地状況視察、交流活動、防災士養成講座
　　　　　　（３日目）復興支援ボランティア、宿泊研修の振り返り

３　事後研修
　　防災士養成講座、宿泊研修まとめ、防災士試験対策講座、防災士資格取得試験  
　　●実施日：令和元年８月 26 日（月）
　　●場　所：新宿 NS ビル 30 階

４　報告会
　　●実施日：令和元年 12 月 21 日（土）
　　●場　所：御茶ノ水ソラシティ
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４　募集活動

合同防災キャンプ2019合同防災キャンプ2019

地域や学校で主体的に行動できる防災リーダーとなるため、東日本大震災の被災地での視察、交流活
動、復興支援ボランティア、「防災士」養成講座などを通して、あなたの防災アクションを起こしましょう。

東京都教育委員会

※活動内容の事例は、東京都教育委員会ホームページ掲載の
「合同防災キャンプ2018報告書」を参照してください。

福島県双葉郡浪江町

コミュタン福島

コミュタン福島

このキャンプでは、地震などの災害発生時に、自らの判断と行動で自分の命を守り、身近な人を助け、更
に地域防災に貢献しようとする意志や意欲をもつ人材の育成を目指しています。
「防災について、考えてみたい」、「被災地の現在を見てみたい」、「被災地の復興の役に立ちたい」、その
ような意欲と行動力のある人を求めます。

合同防災
キャンプの
ねらい

Ὂ෱ౡݝͰ฻Β͢ํʑͷߨ࿩΍ඃࡂ஍Ҭͷ࡯ࢹ
Ὂ෱ౡݝ಺ͷߴ౳ֶߍͱͷަྲྀ׆ಈ
Ὂ෱ౡݝ඿௨Γ஍Ҭʹ͓͚Δ෮ࢧڵԉϘϥϯςΟΞମݧ
ὊಛఆඇӦར׆ಈ๏ਓ೔ຊ๷͕ߏػ࢜ࡂೝূ͢Δʮ๷࢜ࡂʯͷཆ੒࠲ߨडߨͱ֨ࢿऔಘ

内 容

⾣॓ധݚम�����೥�݄��೔ʢਫ༵೔ʣ͔ Β��೔ʢ༵ۚ೔ʣ·Ͱ��ധ�೔̡ ෱ౡݝʳ
事前研修 2019年7月20日（土曜日）及び21日（日曜日）
事後研修 2019年8月26日（月曜日）
報 告 会  2019年12月21日（土曜日） 都立高校防災サミットと同時開催  ※宿泊研修以外は都内会場

日 程
(予定）

「防災士」養成講座

視察・交流活動

復興支援ボランティア

　都立高等学校及び都立中等教育学校へ告知チラシを配布し、平成３１年４月１２日（金）
から、「合同防災キャンプ 2019」の募集活動を行いました。
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ืूਓ਺ ●生徒85人程度、教員15人程度（計100人）

Ԡื֨ࢿ

●都立高等学校又は都立中等教育学校（後期課程）に在籍する生徒
●都立高等学校又は都立中等教育学校に勤務する教員
●合同防災キャンプのねらいを理解するとともに、全ての研修会、報告会に参加し、修了ま
で取り組む者
●学校長が推薦する者
※過去に合同防災キャンプに参加された方は、応募の対象外です。

Ԡืํ๏
●「合同防災キャンプ2019」参加申込書を、学校に提出してください。
●「合同防災キャンプ2019」参加申込書及び参加者募集要項については、学校に問い合
わせて受領してください。

Ԡืక੾ ໰合ͤͩ͘͞いɻ͓ʹߍΔక੾Γ日͸ɺֶ֤͚͓ʹߍֶ●
※学校が東京都教育委員会へ応募書類を提出する期限は、2019年5月17日（金曜日）[当日必着 ]の予定です。

બํߟ๏ ●提出書類で選考します。

༺Ճඅࢀ
●無料（宿泊費、都内集合場所からの交通費、保険料等含みます。）
ただし、参加生徒においては、都内会場での事前研修・事後研修・報告会の出席に
伴う交通費・昼食費と宿泊研修の都内集合場所への交通費及び宿泊研修中の昼食費
は、自己負担となります。教員においても、昼食費については、自己負担となります。

ื ू ཁ ߲

防 災 ࢜ ͱ ͸

自助・共助・協働を原則として、社会の様々な場で防災力を高める活動が
期待され、そのための十分な意識と一定の知識・技能を修得したことを、特定
非営利活動法人日本防災士機構が認証した者をいう。

͢࠵ຢ͸ͦΕʹ४ͣΔஂମ͕ओؔػ౳ͷެతࣾࣈମɺ஍Ҭফ๷ॺɺ೔ຊ੺े࣏ͷࣗࠃम·Ͱʹશݚલࣄ˞
Δʮߨ໋ٹٸٹशʯΛड͚ͯडূߨΛऔಘ͢Δ͔ɺࣄલݚमͷҰ೔໨ʤ����೥�݄��೔ʢ౔༵೔ʣʥͷ
ෛ୲ͳ͠ʣ͠ݾʢࣗߨशΛडߨ໋ٹΔී௨͢࠵मձ৔Ͱ։ݚલࣄʹલޕ ɺडূߨΛऔಘ͍͖ͯͨͩ͠·͢ɻ

防
災
士
認
証
登
録
申
請

防
災
士
資
格
取
得

①日本防災士機構認証の研修機関・大学・自治体が開催する研修講座を受講する。
②消防署、日本赤十字社等が実施する『救急救命講習』の受講証を取得する（※）。
③日本防災士機構が実施する『防災士資格取得試験』を受験し合格する。
④日本防災士機構に防災士認証登録申請を行う。 以上の要件と手順が必要です。

特定非営利活動法人日本防災機構のホームページより抜粋

防災士の資格を
取得するには

ϓϥε

石油系溶剤を含まないインキを使用しています。

603mm×297mm　　三つ折り 185mm 210mm 208mm

Japan Bousaisi Organization

助けられる人から助ける人へ
防災士

阪
神
・
淡
路
大
震
災
の
教
訓
か
ら
防
災
士
は
誕
生
し
ま
し
た
。

認定特定非営利活動法人

日本防災士機構

山折り 山折り

防災士制度のご案内

2018.0111

発行日：平成 30 年1月 10 日

■評議員
青 木　 進 （全国郵便局長会会長）
青 山 幸 恭 （全国警備業協会会長）
麻 生 泰  （九州経済連合会会長）
池 田 祥 護 （日本青年会議所会頭）
稲 葉 光 彦 （常葉大学副学長）
上 田 良 一 （日本放送協会会長）
大 沼  淳 （日本私立大学協会会長）
岡 本 　 毅 （日本ガス協会会長）
苅 田 知 英 （中国経済連合会会長）
川 勝 平 太 （静岡県知事）
久 和　 進 （北陸経済連合会会長）
神津 里季生 （日本労働組合総連合会会長）
児 玉  孝 （日本薬剤師会会長）
小 林 喜 光 （経済同友会代表幹事）
近 衞 忠 煇 （日本赤十字社社長）
齋 藤 訓 子 （日本看護協会副会長）
榊 原 定 征 （日本経済団体連合会会長）
佐 藤 浩 二　（全国信用金庫協会会長）
鈴 木 光 二 （全国自治会連合会会長）
谷 口 博 昭 （日本道路協会会長）

千 葉 　 昭 （四国経済連合会会長）
津 島 雄 二 （日本退職公務員連盟会長）
豊 田 鐵 郎 （中部経済連合会会長）
中 山 勇　　（日本フランチャイズチェーン協会会長）
西 川 廣 人   （日本自動車工業会会長）
多 田 正 世   （日本製薬団体連合会会長）
平 野 信 行

（
全国銀行協会会長）

邉 見 公 雄  （全国自治体病院協議会会長）
堀 憲 郎  （日本歯科医師会会長）
本 田 英 一 （日本生活協同組合連合会代表理事会長）
松 本 正 義 （関西経済連合会会長）
三 村 明 夫 （日本商工会議所会頭）
宮 﨑 瑞 穂 （日本病院会副会長）
虫 明 功 臣 （日本河川協会会長）
山 内 隆 司 （日本建設業連合会会長）
横 倉 義 武  （日本医師会会長）
吉 田　 永  （日本水道協会理事長）
渡 邉 健 二 （全国通運協会会長）
綿 貫 民 輔  （全国治水砂防協会会長）

伯 野 元 彦  （東京大学名誉教授）
小川 雄二郎  （防災インターナショナル代表）
中 林 一 樹 （明治大学大学院政治経済学研究科特任教授）
目 黒 公 郎  （東京大学大学院情報学環教授）
吉 井 博 明  （東京経済大学名誉教授）

委  員  長
委　 　員
委　 　員
委　 　員
委　 　員

■理事
理 事 長
専務理事
総務理事
総務理事
総務理事
総務理事
総務理事
理　　事

●防災士研修実施都道府県（28自治体）
山形県　茨城県　群馬県　山梨県　静岡県　愛知県　三重県　岐阜県　富山県　石川県　福井県　
奈良県　大阪府　和歌山県　兵庫県　広島県　鳥取県　山口県　徳島県　愛媛県 高知県 福岡県
大分県　長崎県　佐賀県　熊本県　宮崎県　鹿児島県

●防災士研修実施市区町村（56自治体）
青森県弘前市　栃木県栃木市　栃木県日光市    栃木県大田原市　栃木県壬生町 埼玉県さいたま市
東京都世田谷区・荒川区・中野区・板橋区　神奈川県相模原市　新潟県上越市   新潟県妙高市
新潟県佐渡市 長野県小諸市 愛知県豊橋市 岐阜県大垣市 岐阜県恵那市 岐阜県瑞浪市
岐阜県可児市 岐阜県中津川市 岐阜県関市 岐阜県羽島市 岐阜県土岐市 岐阜県海津市 
岐阜県山県市 岐阜県御嵩町 岐阜県八百津町  岐阜県川辺町 岐阜県輪之内町 三重県四日市市
石川県金沢市 石川県輪島市 滋賀県大津市 奈良県広陵町 大阪府堺市    大阪府八尾市   
兵庫県芦屋市 岡山県赤磐市 広島県広島市 広島県福山市 山口県宇部市 愛媛県松山市
愛媛県西条市  愛媛県上島町 高知県高知市 福岡県福岡市 熊本県菊池市　熊本県合志市
大分県大分市 大分県佐伯市 佐賀県唐津市 鹿児島県鹿児島市 鹿児島県薩摩川内市
中越防災安全推進機構 あいち防災恊働社会推進協議会

●防災士研修実施教育機関（26校）
名古屋大学　和歌山大学 山口大学　徳島大学   香川大学　愛媛大学　熊本大学   鹿児島大学　
大阪市立大学　宮崎公立大学　青森中央学院大学　東北福祉大学　作新学院大学　千葉科学大学　
常葉大学　国士舘大学 新潟医療福祉大学 日本大学 松本大学 四日市大学　関西国際大学
倉敷芸術科学大学    福山大学　福岡大学 明石工業高等専門学校 福島工業高等専門学校

日本防災士機構と協定を締結した自治体、及び研修機関に指定された教育機関は下
記の通り。また、個人への資格取得費用助成を行っている自治体も増加しております。

■監　事

■認証委員会

北 里 敏 明  （弁護士、元総務省消防庁次長）
田 中 義 幸  （公認会計士、日本公会計支援協会理事長）

鈴 木 正 明 （元消防庁長官）
玉 田 三 郎 （防災情報機構理事長）
小宮多喜次  （元東京消防庁消防総監）
吉 井 一 弥  （元内閣府政策統括官）
渡 邊 伸 司   （全国郵便局長会専務理事）
髙 井 康 行  （全国社会福祉協議会副会長）
竹 内 久 子   （千葉県婦人防災クラブ連絡協議会会長）
伊 藤 和 明 （防災情報機構会長）
井 野 盛 夫 （常葉大学富士キャンパス客員教授）
浦 野 　 修 （日本防災士会理事長）
漆 原 　 肇 （日本労働組合総連合会総合労働局雇用対策局長）
江 川 直 人 （東京都立広尾病院院長）
尾 﨑 幸 朗  （愛媛県県民環境部防災局長）
甘 中 繁 雄 （防災士研修センター代表取締役）
北 村 明 義 （ＮＴＴラーニングシステムズ代表取締役社長）
鬼 頭 平 三 （日本港湾協会副会長）
黒 澤 正 和 （犯罪被害救援基金専務理事、元警察庁生活安全局長）
酒 巻 和 也 （日本テレビ執行役員総務局長兼人事局長）
志 方 俊 之 （帝京大学名誉教授）
嶋 田 裕 之 （日本生活協同組合連合会代表理事専務）
菅 原 英 喜 （トヨタ自動車東京総務部部長）
杉 保 聡 正 （静岡県危機管理部長兼危機管理監代理）
鈴 木 徹 也 （セコムトラストシステムズ専務取締役）
祖父江和夫 （電気通信協会専務理事）
竹 口 文 敏 （大阪ガス取締役総務部長）
田 中 敏 明 （元防衛省陸上自衛隊東北方面総監）
中 板 育 美  （日本看護協会常任理事）
中 埜 良 昭  （東京大学生産技術研究所教授）
伯 野 元 彦 （東京大学名誉教授）
橋 爪 尚 泰    （日本放送協会報道局災害・気象センター長）
橋 本 　 茂 （日本防災士機構事務総長）
福 井 雅 （関西経済連合会理事・企画広報部長）
藤 原 由 成 （ひょうご震災記念21世紀研究機構副理事長）
松 本 吉 郎 （日本医師会常任理事）
森 田 克 彦 （兵庫県企画県民部災害対策局長）
渡 辺 博 司 （日本建設業連合会常務執行役）

■会長等役職者
最高顧問　 石 原 信 雄 （元内閣官房副長官）
常任顧問　 関 根 則 之 （元消防庁長官）
名誉会長　 古川貞二郎 （母子愛育会会長、元内閣官房副長官）　　　　　　　　　 

会 長 國 松 孝 次（救急ヘリ病院ネットワーク会長、元警察庁長官）
副 会 長 尾 池 和 夫（京都造形芸術大学学長、元京都大学総長）
副 会 長 鈴 木 英 敬（全国知事会危機管理・防災特別委員会委員長、三重県知事） 
副 会 長 福 井 雅（関西経済連合会理事・企画広報部長）
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携
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防災士研修
講座の受講

防災士資格取得
試験受験・合格

救 急 救 命
講 習 受 講

防
災
士
認
証
登
録
申
請

防
災
士
資
格
取
得

プラス

防災士の資格を
取得するには

①日本防災士機構認証の研修機関・大学等学校・自治体が開催する研修講座を受講する。
②消防署、日本赤十字社等が実施する 「救急救命講習」の受講修了証を取得する。
③日本防災士機構が実施する「防災士資格取得試験」を受験し合格する。
④日本防災士機構に防災士認証登録申請を行う。     以上の要件と手順が必要です。
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務
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等
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Ｂ
Ｃ
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業
継
続
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画
）
の
整
備

に
積
極
的
に
参
画
し
ま
し
ょ
う
。

〈
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域
の
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全
〉

　消
防
団
、
自
主
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災
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、
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
組
織
な
ど
に
積
極
的

に
加
わ
り
、
ま
た
近
隣
と
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つ
な

が
り
を
大
事
に
し
、
顔
と
顔
が
見

え
る
関
係
を
普
段
か
ら
つ
く
り
上

げ
る
よ
う
、
周
囲
へ
の
働
き
か
け

に
努
め
る
こ
と
は
、
防
災
士
の
大

き
な
地
域
貢
献
と
な
り
ま
す
。

消防署・日本赤十字社等

●研修費用個人向け助成の自治体（338 自治体：当機構の調査範囲）
北海道・東北
■北海道
名寄市
根室市
函館市
北斗市
浦河町
上富良野町
栗山町
黒松内町
新十津川町
天塩町
美幌町
和寒町
■青森県
青森市
十和田市
八戸市
弘前市
三沢市
おいらせ町
■秋田県
能代市
■山形県
山形県
南陽市
川西町
舟形町
最上町
■岩手県
釜石市
二戸市
■宮城県
石巻市
角田市
■福島県
福島県
いわき市
福島市
南相馬市

関東・甲信越
■栃木県
小山市
さくら市
佐野市
那須塩原市
日光市
壬生町
■群馬県
館林市
■埼玉県
上尾市
熊谷市
白岡市
戸田市
杉戸町

■茨城県
笠間市
かすみがうら市
神栖市
古河市
常総市
取手市
常陸太田市
守谷市
龍ヶ崎市
河内町
利根町
八千代町
美浦町
■千葉県
我孫子市
勝浦市
山武市
館山市
銚子市
南房総市
横芝光町
長生村
■東京都
青梅市
立川市
足立区
江東区
新宿区
中野区
文京区
港区
目黒区
■山梨県
山梨県
大月市
甲州市
中央市
都留市
韮崎市
南アルプス市
昭和町
■新潟県
魚沼市
柏崎市
上越市
胎内市
長岡市
新潟市
妙高市
村上市
出雲崎町
田上町
粟島浦村
■長野県
伊那市
駒ヶ根市

小諸市
佐久市
茅野市
長野市
飯島町
辰野町
箕輪町
南箕輪村

東海・北陸
■静岡県
菊川市
三島市
小山町
河津町
函南町
■岐阜県
岐阜県
恵那市
海津市
可児市
郡上市
下呂市
多治見市
土岐市
中津川市
羽島市
瑞浪市
美濃加茂市
本巣市
山県市
大野町
笠松町
岐南町
坂祝町
御嵩町
養老町
輪之内町
■愛知県
愛知県
大府市
新城市
豊川市
豊山町
■三重県
伊勢市
松坂市
■富山県
富山県
射水市
魚津市
小矢部市
黒部市
高岡市
砺波市
富山市
滑川市

南砺市
朝日町
入善町
■石川県
石川県
加賀市
金沢市
かほく市
小松市
珠洲市
野々市市
能美市
白山市
輪島市
内灘町
川北町
志賀町
津幡町
能登町
宝達志水町
■福井県
福井県
越前市
勝山市
池田町
越前町
おおい町

近畿
■京都府
宇治田原町
久御山町
■滋賀県
大津市
甲賀市
湖南市
栗東市
■大阪府
泉佐野市
大阪狭山市
河南町
■奈良県
葛城市
天理市
安堵町
王寺町
河合町
上牧町
広陵町
三郷町
田原本町
■和歌山県
有田市
海南市
田辺市
和歌山市
有田川町

那智勝浦町
日高町
みなべ町
美浜町
■兵庫県
芦屋市
尼崎市
淡路市
伊丹市
川西市
篠山市
丹波市
南あわじ市
猪名川町
多可町

中国・四国
■岡山県
岡山県
赤磐市
浅口市
井原市
笠岡市
倉敷市
瀬戸内市
総社市
高梁市
玉野市
新見市
備前市
真庭市
美作市
里庄町
勝央町
早島町
美咲町
■広島県
安芸高田市
尾道市
廿日市市
府中市
三原市
東区
北広島町
熊野町
■鳥取県
倉吉市
琴浦町
日吉津村
■島根県
浜田市
松江市
邑南町
津和野町
美郷町
吉賀町
■山口県

山陽小野田市
下関市
光市
防府市
平生町
和木町
■愛媛県
愛媛県
伊予市
宇和島市
西条市
四国中央市
西予市
東温市
新居浜市
松山市
八幡浜市
愛南町
伊方町
上島町
鬼北町
久万高原町
砥部町
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5　参加者が「合同防災キャンプ 2019」に期待すること

　学校の「ボランティア研究」の授業で、防災について学び、合同防災キャンプに興味をもち参加した。 生徒

　災害発生時に自らの判断と行動で自分の命を守り、さらに、地域の高齢者、身体が不自由な方、小さな
子供を助け、地域防災に貢献したいと思い参加を希望した。 生徒

　昨年度の合同防災キャンプに参加した先輩から、実際に被災地を見て経験したことの意義について聞き、
学校や地域の防災に関わる活動をしたいと思い参加した。 生徒

　合同防災キャンプに参加することで、自分や家族、さらに、地域の人たちの命を守ることに役立てるよ
うになると考え参加した。 生徒

　昨年度の都立高校防災サミットに参加し、合同防災キャンプを知った。その時に、来年は参加しようと
決心した。 生徒

　昨年度、宿泊防災訓練の際、普段の生活で当たり前のように行っていることが災害によりできなくなる
ことの大変さや厳しさを、身をもって感じたから参加しようと考えた。 生徒

　災害はいつ発生するか分からない、さらに、備えの有無で被害が変わるということを学んでいる。しかし、
どうせ発生しないだろうという気持ちがあるため、学んだことが生きていない。被災地で見聞し、考えを
改めたい。

生徒

　自分の身を守るだけでなく、他の誰かを助けるための知識、能力を身に付けたい。 生徒

　被災地を訪問し、防災や災害について学ぶことで、生徒主体の新しい防災訓練に役立てたいと思う。 生徒

　平成 30 年に発生した北海道胆振東部地震をきっかけに防災について深く考えるようになった。災害の
脅威を学び、実際の行動に生かしたい。 生徒

　テレビで見て感じられることには限りがあると思う。実際に被災地に行き、様々なことを感じ、考えたい。 生徒

　被災した時には、避難所の運営や運営支援を率先してできるように学びたい。 生徒

　災害時に、高齢者や妊婦などの要配慮者の手助けができるように学びたい。 生徒

　高校生となった今、私たちの力が求められると思う。自分の力を最大限に生かすために判断や対応の仕
方を学び、いつ発生してもおかしくない次の震災で周りの力になりたい。 生徒

　東日本大震災の時、私は近所の方に避難を手伝ってもらった。その方のように、災害時に周りの人を守
れるよう、必要な知識を身に付けたい。 生徒

　将来教師になりたい夢をもっている。災害時に教師が慌てていると生徒が不安になってしまう。安心さ
せる意味でも防災士の資格を取得したい。 生徒

　地域の防災グループに参加しており、そこで外国人のための防災講座や AED 体験を行っている。しかし、
自身の防災に関する知識不足を痛感しているため、防災士の資格取得に努めたい。 生徒

　防災教育やハザードマップ対策が課題とされる日本において、それらが現場でどう生かされているか、
どのくらい地元住民の方々に浸透しているのか、現地の方々に聞きたい。 生徒

　東日本大震災にどう関わるべきか分からず行動できずにいたので、自ら学び、話を聞くことで、災害と
向き合い、地域の防災に貢献できる力を付けたい。 生徒

　復興活動が続いているので、現地の人が１日でも早く安心して暮らせるように力になりたい。 生徒

　実際の防災活動や災害の状況などを学び、自校にどのように生かしていけばよいか防災活動支援隊のメ
ンバーで共有し、支援隊の活動を活発にするきっかけにしたい。 生徒

　勤務校で、防災を取りまとめる立場になり、しっかりと防災の知識を身に付け、生徒が「自分の命を自
分で守ること」ができるよう防災教育を進めたいと考え参加した。 教員

　自校の生徒に学ばせるため、自らが正しい知識を深く理解できるよう、防災士資格取得にも取り組みた
い。 教員


